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（第五次多摩市総合計画第２期基本計画原案に関するパブリックコメント） 
タイトル   第五次多摩市総合計画第２期基本計画原案への意見 
氏名     荒井容子 
住所       ■■■■■■■■■■■■■■■■■意見 

提示されている「第５次総合計画第２期基本計画原案」について意見を述べ

ます。 
特に、「政策 C2 豊かな心を育む、学びと文化、交流のまちづくり」の中で、

「今後 4 年間の重点的な取り組み」として掲げられているうちの「② 学習環境

の整備 (⇒C2-1-1)」について意見を述べます。 
まず３点の問題を指摘し、その上で最後に、この基本計画原案の検討の方法

と関わった意見を述べます。 
はじめの２点は、「図書館のあり方を分散型から集約型へ転換します。」と書

かれていることについてです。この「転換」について、その理由を「市民が必

要な情報を得られるようにするため」と書いていますが、この説明は二重の意

味で間違っています。 
 第１に、なぜ「分散型から集約型」になった方が、市民が公共図書館を利用

して情報を得る上で、より情報を得やすいといえるのでしょうか。 
多摩市民は身近に地域図書館があるおかげで、図書館を通じて情報を得るこ

とができているのです。「分散型」だからこそ、「身近」で図書館を利用し、ま

た「身近に」を感じることができたのです。もしさらに市民が図書館を利用し

て情報をより得やすくすることを考えるのなら、この土台のもとに、全体をカ

バーする中央図書館を配置することをめざすべきです。 
第２に、「市民が必要な情報を得られるようにする」ことだけを掲げるのは、

図書館の目標としても、また、「② 学習環境の整備 (⇒C2-1-1)」という枠組み

としても、極めて貧困な目標設定であり、間違っています。 
まず多摩市の図書館は身近なところに豊かな学習・文化環境を育んでいこう

という市民の地道な文庫活動を基盤にして、地域配置が進められてきました。

図書館への期待は単に、「情報」提供ではないのです。また、「学習環境の整備」

は「情報」提供ということに限定されず、図書館にも限定されません。公民館、

児童館、文化施設で、さまざまな学習・文化活動が展開され、その中で市民が

学び、想像し、深く考え、創造し、表現し、さらにそのような活動を相互に交

流していくことによって、はじめて「豊かな心を育む、学びと文化、交流のま

ちづくり」が実現するのです。多摩市はさまざまな形でこのような施策を展開

してきました。重点施策といえども、それらの土台の上で、「重点」をおく理由

や全体の中での構造が示されなければならないと思います。 
３点目は、この「② 学習環境の整備 (⇒C2-1-1)」では、その説明が「『多摩
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市公共施設の見直し方針と行動プログラム』の実現を図りつつ」という言葉か

らはじまっていることについてです。 
この「多摩市公共施設の見直し方針と行動プログラム」は、「豊かな心を育む、

学びと文化、交流のまちづくり」とは対立する施策を多く孕んでいます。公民

館、図書館、児童館の多くを削減する施策案をもっています。これは第５次基

本構想が「将来都市像」として掲げている「みんなが笑顔 いのちにぎわうまち 
多摩」と、またそのもとで掲げられている「目指すまちの姿」「「④ 働き、学び、

遊びみんなが活気と魅力を感じるまち」と逆行するものです。 
 基本計画の「施策C2-1 市民の文化・学習・スポーツ活動の振興」、そのもと

で想定されている「施策の目指す姿」として「こころ豊かな暮らしを送るため

に、市民は、整備された環境のもとで、文化・学習・スポーツ活動を気軽に楽

しんでいます」にも対立しています。 
 最後に、このような矛盾をはらんだ「基本計画」について市民が主体的に検

討するためには、まさにすぐれた社会教育事業の展開が必要であることについ

て意見を述べます。 
真の意味で市民参加、市民主体で、市政を方向付けるべきだと考えているの

であれば、それぞれの行政施策分野に関わる地域活動をしている市民が、今ま

さに、財政等の見通しとの対立や、掲げられている「将来都市像」と『多摩市

公共施設の見直し方針と行動プログラム』との矛盾などを今まさに感じ、真剣

に解決の方途を考えている市民の多くが、この計画を、お互いに学びあい、意

見交換しながら、十分に検討していくことができる学びの場を、教育委員会の

もとに置かれた公民館、図書館等の社会教育施設は積極的につくっていくべき

です。 
 多摩市の社会教育施設、図書館、公民館、児童館等は、市民の「考える」力

を広く、深く育み、生き生きと地域で活動する市民をつぎつぎと育む教育活動

を継続しながら、その土台の上で、危機の時代を乗り越えようとしている市民

が、しっかりと学び合える場をつくって、市民を支える必要があります。その

ためにも、教育行政はすぐれた社会教育事業を展開できる専門性をもった社会

教育職員を配置した社会教育施設の体制を整えていくことが求められます。 
このような市民の学びを大事にする社会教育施策を重視することこそ、結局

は、市民の深い合意と創造力を生かした、合理的かつ有効な市政の推進につな

がると思います。 
以上（2014年12月26日）。 


